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1.は じ め に
事業者が顧客 な ど関係者 との問で接待な どを目的 として レス トランで飲食 し又 は贈答品の提供 を
行 った場合 には、支払 ったサー ビスや商品の価格 に消費税が含 まれているが、 その消費税 は原則 と
して仕入税額控 除す るこ とが認 められ る。 したがって、結果的に、税抜 き価格での飲食や贈答品の
授受 が可能 となっている。
消費税 は、事業者が消費者 にモノやサー ビスを販売す る場合 において、消費者 に価格転嫁 され る
こ とが予定 された税 であ り、 かつ、事業者間 の取 引において は税の累積 を防止す るために仕入税額
控 除が認 め られてい る税 であ る。 したが って、交 際費 としての飲食や贈答品に係 る消費税 について
も、それが事業 目的を有 してい る限 り当然 に仕入税額控除が認 め られるべ きだ と一般的 には考 えら
れてい る1)。
しか しなが ら、交際費に係 る消費税の仕入税額控除 は本当 に必要なので あろ うか。 それは、消費
税 の累積排除の機能 を果た しているだけである といえるので あろ うか。交際費の仕入税額控除 を認
め ることは事業者 を優遇 してい ることになっていないのか。すなわち、実際上 は、事業者 が納付す
べ き消費税 が減 少 してい るだけであって、その結果 として国庫の損失 を招 いてい るのではないか。
さ らに、仕入税額控除の制度 は、事業者には租税 回避の機会 を提供 しているので はないか。
本稿 は、 こうした疑問点について、基本 的な論 点は何 か、 そして解決 の道筋 は何 かな どについて
検 討 を試み よ うとす るものである。 なお、 「消費税」 とい う文言 は、本稿 ではわが国の消費税法 が
規定 している消費税(地 方消費税を含む。)を 意味す るもの とす る。
以下 では、 まず、交際費に対 する消費税 の課税 の現状について明 らかにす る。次いで、 この問題
について これ まで如何 なる議論 がなされて きたのかを見てい くこととし、 そこで、何が論 点 となっ
て いるかを把握す る。次 に、 こうした論点を踏 まえて、多段階税でかつ付加価値税タイプの税であ
る消費税 の仕組みにつ いて分析 し、事業者 による交際費の支出(具 体 的には、交際 目的での飲食や
贈答品の授受。)の 持つ意味について、簡単 な設例 を設 けて検討 する。検討 の結果 として、交際費
とい う消費財 を事 業者が購入す ることには二つの側面があるこ と、すなわち、消費 としての面 と生
産 コス トとしての面 の二面性 を持ったものであ り、それを明確 に区分 す るこ とは困難 であることを
論ず る。次いで、 こうした区分の困難性が租税 回避 に利用 され る可能性が あるこ とを明 らかに し、
何 らかの対応策が必要 なこ とを論 じる。最後 に、対応策の内容 として何が必要 とされ るかについて
言及す ることとしたい。
II.交 際費に対す る課税 の現 状
本章 は、交際費に対 する消費税の課税が どのよ うになっているのかを、他の税 目 との比較および
1)本 稿で は、 「交際費」 という用語について、 レス トランでの飲食や贈答品の購入などを中心 とした企業
による販売促進のための支出の意味で用い ることとす る。従って、租税特別措置法において定義 されてい
る 「交際費等」 とは異な り、一般的な意味で用いているものである。
なお、水野忠恒 『租税法』(有 斐閣、第2版 、2005)388頁 では、 「交際費 とは、企業の支出する金額で、
販売の促進や取引の円滑化のために、取 引の相手方などを接待す るために利用 され るもの」 とされている。
会計論 叢第2号 一2一
外 国の税制 との比較 を踏 まえて明 らかに しょうとするものである。 まず、消費税 と関連の深 い所得
税 および法人税 において、交際費の課税上の取扱いが どうなっているかを概観す る。次 いで、所得
税 および法人税 の取扱 い と比較 しなが ら、消費税の課税上の取扱 いを見てい くこととす る。その後、
消費税が その導入 に当た ってモデル とした欧州の付加 価値 税(VAT)に おける交際費の取扱 いに
言及 す ることとす る。 また、平成2年 度の税制改正の大綱 に盛 り込 まれ結局 は廃案 になった交際費
の課税案 について も触れ ることとす る。そ して、最後 に、以上の比較 を踏 まえた うえで、交際費 に
対す る消費税 の課税 の現状が どうなっているのかを確認す ることす る。
なお、本章で は、議論の対象を明確 にするために、顧客な ど関係者 との飲食や贈答品の授受 を中
心 とした典型的な接待 ・交際のための支 出を念頭 において、 こうした交際費 の支出に対す る課税上
の取扱 いにつ いて検討 を進 めることとしたい。
1.所 得税 における交際費の取扱 い
所得税 におけ る交際費支出に対す る課税上 の取扱 いは、所得税法37条 に基 づき、それが必要経費
に該当する と認 められ る場合 には、収入金額か らの控除が認 め られ るとい うもので ある。すなわち、
所得税法27条2項(事 業所得)は 、「事業所得 の金額は、その年中の事業所得 に係 る総収入金額か ら
必要経費 を控除 した金額」で あるとし、同法37条1項(必 要経費)は 、必要経費に算入すべ き金額 は、「こ
れ らの所得の総収入金額 に係 る売上原価 その他 当該収入金額 を得 るために直接に要 した費用の額及
びその年における販売費、一般管理費その他 これ らの所得を生ずべ き業務 について生 じた費用」で
あるとしている。 したが って、交際費について も、総収入金額 を得 るために必要 な費用で あれば控
除が認 められ ることにな る2)。
ただ し、個人の場合には、家事費や家事関連費の問題があ る。家事費は、衣服費や食費な ど個 人
の消費生活上の費用の ことであ り、いわ ば所得の処分 としての性格 を有 してお り、収入 を得 るため
の必要経 費 とは考 えられないことか ら、必要経費には算入 されない。 また、家事関連費 は、必要経
費 と家事費の性質 を併有 している費用の ことであ るが、その主 たる部分が業務の遂行上必要であ り、
かつ、その必要で ある部分を明確に区分できる場合等 に限 り、その部分 に限って必要経費に算入 さ
れることになってい る(所 得税法45条1項1号 、所得税法施行令96条)。
したが って、個人が交際費の支出を行 った場合 には、基本的には必要経費 として控除が認 められ
るのであるが、家事 費や家事関連費 に該当す る場合 には控除が認 められない ことになる3)。
2.法 人税 における交際費の取扱 い
法人の交際費に対す る法人税 の課税 については、法人税 法の規定 ほか、租税特別措置法上の特例
が重要な役割 を果 してい る。
まず、法人税法 では、法人税法22条3項2号(各 事業年度 の所得 の金額の計算)に おいて、損金 の
2)水 野 ・前掲書388頁 で 「個人事業の交際費については、実際の支出額の必要経費算入が認め られてきた。」
と述べられている。
3)金 子宏 『租税法』(弘 文堂、第ll版 、2006)258頁 は、「家事関連費は、接待費・交際費などにその例が多い」
とされている。
一3一 交際費 に対 する消費税 の課税 につ いて
額 に算入すべ き金額 として、「当該事業年度 の販売費、一般管理費その他 の費用」が挙げ られている。
したがって、原則 として、交 際費について も、原則 として、事業 に関連があ る費用で ある限 り、損
金算入が認 め られ ることにな る。
しか しなが ら、租税特別措置法が重要な例外規定 を設けている。すなわち、法人 の支出する交際
費 の中 には事業 との関連性が少ないもの もあることか ら4)、冗費 ・濫費を抑制す る目的で、租税特
別措置法61条 の4(交 際費等の損金不算入)に よ り損金算入の制限が行われている。すなわち、「交
際費等」の定義 を設 け、交際費等に該 当す る支出については、 当該法人が中小企業(資 本金 の額又
は出資金 の額が1億 円以下 の法人)に 該 当す る場合 を除き5)、 損金算入 を一切認 めない もの とされ
ている。
ここでの 「交際費等」 とは、「交際費、接待費、機密費その他 の費用 で、法人がその得意先、仕
入先 その他事業 に関係 のある者等に対す る接待、供応、慰安、贈答 その他 これ らに類 する行為のた
めに支出す るもの」であって、専 ら従業員のために行われる運動会等、飲食 に要す る一定の費用な
どにつ いては交際費等の範 囲か ら除 くこととされている。
なお、平成18年 度の税制改正において、損金不算入 となる交際費等の範囲か ら1人5千 円以下 と
な る飲食費が除外 されてい る6)。
3.消 費税 における交際費の取扱い
消費税 においては、納税義務者 を事業者 とし、事業者 は個人事業者および法人 をい うもの とされ
てい る7)。 すなわち、消費税 の納税義務者 は個人 と法人の双方 を含む ものであ り、所得税や法人税
が個人 のみ あるいは法人のみを納税義務者 とす るの とは基本的に異なっている。
消費税の場合には、飲食 での供応や贈答品の提供な どの交際費の支出に係 る消費税の課税につ い
ては、所得税 や法人税 との比較でみ る と、所 得税で は必要経費 に該 当す るか否か、法人税で は損金
への算入が認め られるか否かが問題 となっていたのに対 して、売上げに係 る消費税額か ら課税仕入
れ としての当該交際費 に係 る消費税 を控 除す ること(す なわち、仕入税額控除)が 認め られ るか否
かが問題 となる。仕入税 額控 除の範 囲について は、消費税法2条1項(定 義)・に 「課税仕 入れ」の定
義が設 けられてい る。すなわち、法2条1項12号(定 義)に おいて、課税仕入れにつ いて、「事業者が、
4)金 子 ・前掲書335頁
5)資 本金 の額 または出資金の額が1億 円以下の法人の場合には、400万 円の範囲内でその90%の 損金算入
が認められている。
6)租 税特別措置法61条 の4第3項(交 際費等 の損金不算入)に 第2号 が追加 され、 「飲食その他 これに類
する行為 のために要す る費用(専 ら当該法人の法人税法2条 第15号(定 義)に 規定する役員若 しくは従
業員又は これらの親族に対する接待等のために支出するものを除 く。)で あって、 その支出す る金額を基礎
として政令で定める金額 以下の費用」を交際費等の範囲から除 くこととされている。なお、政令 は、1人
当た り5千 円と定めている(租 税特別措置法施行令37条 の5第1項(交 際費等の範囲)。
7)消 費税法5条1項(納 税義務者)に おいて 「事業者 は、国内において行った課税資産 の譲渡等 につき、
この法律 により、消費税 を納 める義務がある。」 とし、法2条1項(定 義)の4号 は、事業者を 「個人事業
者及び法人をいう。」 とし、3号 は、個人事業者 を 「事業を行 う個人をい う。」 と定義 している。
会計論叢第2号 一4一
事業 として他 の者 か ら資産 を譲 り受 け、若 しくは借 り受 け、又 は役務提供(所 得税法(昭 和40年 法
律 第33号)第28条 第1項(給 与所得)に 規定す る給与等 を除 く。)を 受 ける こと(当 該他 の者 が事
業 として当該資産 を譲 り渡 し、若 しくは貸 し付け、又 は当該役務の提供 を した とした場合 に課税資
産 の譲渡等 に該当することとな るもの及 び第7条 第1項 各号(輸 出免税 等)に 掲 げる資産の譲渡等
に該 当す るもの及 び第8条 第1項(輸 出物品販売場 における輸 出物品の譲渡 に係 る免税)そ の他 の
法律又 は条約の規定 により消費税が免除 され るもの以外の ものに限 る。)を い う。」 と定義 されてい
る。交際費に対 する課税 を考 える うえで重要なポイ ン トは、 「事業 として」仕入が なされているこ
とが要件 とされていることである。
「事業 として」 とい う制限があ ることか ら、個人事業者の家事費や家事関連費 との関係 で制約条
件 が生 まれ ることにな ると思われ る。す なわち、個人 の場合 において、所得税 ではその支出が必要
経費 となる否かについて家事関連費に関す る規定を設 け、家事 に対応 す る部分 について必要経費 と
なる ことを否定 している。なお、明文 はない ものの家事費 は当然 に必要経費 に該当 しない と考 え ら
れ る。 これに対 して、消費税法には、 「事業 として」 の要件が設 け られてい るだけであ る。 しか し
なが ら、所得税法 における家事費お よび家事関連費 に関する規定 に対応す る規定は設 け られていな
い ものの、 「事業 として」の解釈か ら、同様の制限に服す るこ とになるもの と思われ る。 なお、 こ
の点 について、実務 では、通達 で明確化が図 られている8)。 したが って、交際費の支出について も、
それが家事費や家事関連費に該当す るよ うなケースであれ ば、仕入税額控除は認め られない ことに
なる。
なお、所得税 と消費税 とでは、税 の性格が異な り、消費税 の場合には前述 の とお り前提条件 とし
て 「課税仕 入れ」に該 当す る必要があることか ら、その具体 的な否認 の範囲が異なる ことは当然で
あろ う。
それでは、法人の場合 には、 どうなるであろ うか。 まず 「事業 として」の文言 にお ける 「事業」
の定義についてであるが、 この場合 の事業 は同種 の行為 を独立 の立場で反復 ・継続 して行 うことで
あ り、所得税法 における事業 よ りも広い と解 されてい る9)。
こ うした解釈 と関連 して、通達 では、法人の取 引はすべてが 「事業 として」行 われているもの と
見 なす こととしてい るlo)。これ は 「事業 として」 の課税売上における解釈 であるが、課税仕入にお
いて も同様 に解 されて いるとの想定か ら、法人が行った課税仕入に該 当す る交際費 の支 出は、実務
上、そのすべてが事業のための課税仕入 として行われたもの として、仕入税額控除 を認 めることと
8)消 費税法基本通達ll-1-1(課 税仕入れ)は 、「課税仕入れ とは、事業者が、事業 として資産を譲 り受け、
若 しくは借 り受け、又は役務の提供 を受 けることをい うから、個人事業者が家事消費又は家事使用をする
ために資産 を譲 り受け、若 しくは借 り受 け、又は役務の提供 を受けることは、事業 として行われるもので
ないことから、課税仕入れに該当 しないことに留意す る。」 としている。
なお、交際費 とは直接の関係はないが、資産 の取得 について、同趣旨の通達が設けられている。すなわち、
ll-1-4(家 事共用資産の取得)は 、 「個人事業者が資産を事業 と家事の用途に共通 して消費 し、又は使
用するもの として取得 した場合、その家事消費又は家事使用 に係 る部分は課税仕入れに該当 しないことに
留意す る。この場合において、当該資産の取得に係 る課税仕入れの実態に基づ く使用率、使用面積割合等
の合理的な基準 により計算す るもの とする。(以 下、省略)」 としている。
9)金 子 ・租税法 ・前掲書553頁 。
一5一 交際費に対す る消費税 の課税 について
してい るもの と考 え られ る。
ただ し、消費税 においては、所得税や法人税 とは異なる消費税 に特有の制限が存在 し、納税義務者
である事業者 に非課税売上が ある場合 に、仕入税額控 除の制限を行 うこととしている。すなわち、消
費税法 は、事業者の売上に占める課税売上 げの割合が95%に 満たない場合には、非課税売上対応の課
税仕入れについて仕入税額控除を認めないこととしている(法30条2項)。 したがって、交際費 の支出
に係 る消費税 についても、非課税売上 に対応す る部分 については、仕入税額控除は認 められない。こ
の場合 には、所得税法上の必要経費又は法人税法上の損金 として処理 されることになるil)。したがって、
法人 の場合 であって も、課税仕入れのなかに仕入税額控除の認められないものがあることに留意が必
要 である。 この部分の消費税の負担 については、法人であっても、消費者 と同様 の立場 に置かれるこ
ととなる。ただ し、コス トとしてその売上価格に事実上の転嫁が行われる可能性がある。
さらに、上記の非課税売上に対応 した課税仕入れのほか、課税売上で も非課税売上でもない売上
(すなわち、不課税売上 あるい は課税対象外取 引 といわれるもの)に 対応 した交際費に係 る消費税
の仕 入税額控除が どうなるかが問題 となる。 この点について は、法律 に明文の規定がな く、実務 に
おいて、課税売上 と非課税売上に共通 した売上 に対応す るもの として取扱 うもの とされてい る12)。
なお、仕入税額 控除 とは直接の関係 はないが、家事費および家事関連費 に関係 のある取扱い とし
て、一定 の場合 に 「みな し売上」を認定 して課税対象 に加 えるこ ととした規定 が設 け られてい るこ と
が注 目され る13)。
以上を要約す る と、我が国の消費税 における交際費 にかか る課税の現状 は、次 の通 りであ る。
個 人の場合 には、所得税の取扱い と基本的に同様 であ り、家事費や家事関連 費 との関係 による制
限が加 わ ることにな る。すなわち、消費税において も、飲食や贈答品の購入 といった交際費の支出
は、それ らが家事費や家事関連費に該 当 しない ことを条件 として課税仕入れに該 当 し、仕入で負担
10)消 費税法基本通達5-1-1(事 業 としての意義)は 、「法第2条 第1項 第8号(資 産の譲渡等の意義)
に規定す る 「事業 として」 とは、対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供が反復、継続、
独立 して行われることをいう。」 とし、次の二つの注記を付け加えている。
「1.個 人事業者が生活の用 に供 している資産 を譲渡す る場合の当該譲渡 は、 「事業 として」には該当 し
ない。
2,法 人が行 う資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供 は、そのすべてが 「事業 として」に該当する。」
ll)法 人税法の場合を例に とると、法人税法施行令139条 の4(資 産に係 る控除対象外消費税額等の損金算入)
の規定が適用 され、原則 として一時の損金 となるが、一定の要件に該当 した場合には、5年 間での償却計
算 を行 うものとされている。
12)消 費税法基本通達ll-2-16(不 課税取引のために要する課税仕入れの取扱 い)「 …、例えば、株券の
発行に当って印刷業者へ支払 う印刷費、証券会社へ支払 う引受手数料のように資産の譲渡等に該当しない
取 引に要する課税仕入れ等 は、課税資産の譲渡等 とその他の資産の譲渡等に共通 して要するものに該当す
るものとして取 り扱 う。」
なお、 この点については、課税売上げに対応 した課税仕入ではないので仕入税額控除の対象 としないと




した消費税 の仕入税額控除が認め られ ることにな ると思われ る。
これに対 して、法人の場合には、消費税 の取扱い と法人税の取扱 いは大 き く異な ることになる。
法 人税 上の取扱 い(租 税特別措置法の取扱い を含んだ もの とす る。)は 、交際費等 の定義を設 け、
これ に該当す るものは原則 として損金不算入の取扱い とされている。 これに対 して、消費税の場合
には、特 に、交際費 についての特例 は設 けられておらず、すべて仕入税額控除の対象 として認 め ら
れ ることにな ると思われ る。 「事業 として」仕入れ たもの とい う条件 が付 されているが、法人の場
合 にはその取引のすべてが事業 として行われているとされ ることか ら、当該支出が資産 の譲渡又 は
貸付若 しくは役務 の提供 に該当す るものの購入で ある場合には、当該支出に係 る消費税 は仕入税額
控除が認 め られ ることになる。
なお、消費税 の場合には、所得税や法人税 の場合 と異 なる消費税特有の制限があ り、原則 として、
非課税売上 に対応 した課税仕入れでないことが仕入税額控 除が認 め られ る条件 となっている。
4.欧 州の付加価値税等 における交際費の取扱 い
欧 州連 合(EU)に 加 盟 して い る欧 州各 国 は、付 加価 値税 につ いてECの 付加価 値 税 指令(VAT指 令)
に従 うこ とが義 務 付 け られ て い る。 付加 価 値 税 に関 す る指令 の 中核 とな って い るVAT第6次 指令
の 第17条6項(控 除 す る権 利 の発生 原 因 と範 囲)は 、加盟 国 に対 して 、「厳 密 に事 業用 で ない支 出(not
strictlybusinessexpenditure)」 につ いて は付 加価 値 税 の仕 入税 額 控 除 を認 めな い よ う求 め て い る。
また、こ うした支 出 の例 示 と して、「ぜ いた く品(luxuries)」 、「娯楽(amusements)」 、ま たは 「接 待 ・
交 際(entertainments)」 が挙 げ られ て い る。 な お、具 体 的 な控 除制 限の範 囲 は、 指 令 に基 づ い て、
各 国 が それ ぞれ 国 内法 に お いて定 め る こ とに な っ て い る。EU各 国 で は、 一 般 に、 あ る資 産 を事 業
目的 と非事 業 目的 の双 方 に利用 す るた め に購 入 した場 合 に は、 事 業 目的 で利 用 され る割 合 に比 例 し
て税 額 控 除 が認 め られ て い る14)。 この点 に関 し、 ドイ ツで は、仕 入 れ の事 業部 分 と非事 業部 分 への
配 分 につ い て特殊 な方 法 が とられ て い るよ うで あ る15)。
な お、EU各 国 に お け る仕 入 税 額 控 除 の制 限 の具 体 的 な範 囲 は国 に大 き く異 な って い るが、 乗 用
車 や 交 際費 につ い て は、 いず れ の国 に おい て も、原 則 と して控 除制 限 の対 象 とされ て い る よ うで あ
る16)。
13)消 費 税法4条4項(課 税 の対象)に 、 み な し売 上 の規 定 が設 け られ て お り、 「次 に掲 げ る行 為 は、事 業
と して対 価 を得 て行わ れた資産 の譲 渡等 とみな す。」 として い る。
「一 個 入事 業者 が棚 卸資産 又 は棚卸 資産 以外 の資産 で事 業 の用 に供 して いた もの を家 事の ため に消 費
し、 又 は使用 した場合 に おけ る当該消 費又 は使 用
二 法 人が資産 を その役 員(カ ッコ内省 略)に 対 して贈与 した場合 に おける当該贈与」
この 「みな し売 上」 の規 定 は交 際費 の問題 を考 え る上で重要 な規定 で あ るが、本稿 で は仕 入税額
控 除に論 点 を絞 るこ とと して い るので 、 これ 以上 は触 れな いこ ととす る。
14)AlanSchenk、OliverOldman「ValueAddedTax」(AComparativeApproachInTheoryAnd
Practice)(TransnationalPublishersInc.)p.187～190を参考 に した。
なお、本書 に よる と、ニュー ジーラ ン ド(付 加 価値 税 タイプの税で あ る 「財貨 サ ー ビス税」を導入 してい る。)
で は、財 貨 また はサー ビス を購入 した場 合 にお いて、 その購 入の主 目的 が課税 売上 げ を行 うた めで ない場
合 に は、仕 入税額控 除 を一切 認 めない こ ととされ てい る。
一7一 交際費 に対す る消費税 の課税 について
なお、カナダ(付 加価値税タイプの税であ る 「財貨サー ビス税」を導入 している。)では、所得税(個
人 お よび法人 の双方が対象 となる。)に おける所得計算上の制限措置に合 わせて、財貨サー ビス税
において仕入税額控除の制 限を行ってい る。すなわち、飲食 や娯楽な どの支出については、所得税
法 において、交際費関連の支 出につ いて控除が認 め られ る範 囲を定めそれを超 える部分 につ いて控
除を支 出額の50%に 制限す ることとしているが、財貨サービス税の仕入税額控除において も、所得
税法 の こうした制 限に従 うこととされてい る。 さらに、財貨 サービス税の場合では、 こうした所得
税法 の制限 に加 えて、特 に、個人的な経費および乗用車の購 入や借入れ に係 る支出について控除を
認 めない ことが明確化 されている17)。
5.平 成2年 度の税制改正 の動 き
我 が国において も、消費税導入の直後 において、交際費の仕入税額控除を認 めない こととす る改
正 が提案 された ことがあった。 すなわち、「平成2年 度税制改正 の要綱」(平成2年1月12日 閣議決定)
による と、消費税 の見直 しの提案がなされてお り、 その内容は、食料 品等の譲渡を非課税 とするこ
とが主 たる ものであったが、次 のような仕入税額控除の制限案 も盛 り込 まれていた18)。
「次 に掲 げる支出 に係 る課税仕入れ等 の税額 については、仕入税額控除を認めないこととす る。
① 交際費等の支 出
② 一定の乗用 自動車の購入費、賃貸料(一 時的に借 り受ける場合等の料金を除 く。)」
なお、 この改正案 は食料品の非課税提案な どとともに提案 されていたものであるが、全体 として
廃案 となっている19)。
15)西 山由美 「消費課税における仕入税額控除一 ドイツ売上税法 における前段階税額控除を素材 として一」
(法学政治学論究 第29号)126頁 において、 ドイツでは、前段階税の事業部分 と非事業部分の配分は経済
的帰属の原則 に従 って分割方式によ り行われ るのが原則であるが、一体的な目的物の場合には特例的措置
が とられていることについて、次のように述べてお られる(筆 者注;括 弧書 き部分は省略)。
「しか しなが らこの分割方式は、事業用 ・個人用共用の 自家用車のような一体的目的物の場合、事業部分
と非事業部分への配分基準 が明確でな く、事業者が恣意的な基準 を採用す ることによる課税漏れのおそれ
がある。そ こで課税実務では通達によ り、一体物については、事業外使用が90%を 超えないことを条件に、
事業部分 と非事業部分 への配分を度外視 して全額前段階税額控除を認 めた上で、当該 目的物の事業外利用
を家事消費 として売上税 を課す としている。」
16)付 加価値税指令の欧州各国の実施状況については、吉牟田勲 「仕入れ税額控除の諸問題」 日税研論集第
30号(日 本税務研究センター、1995)の63頁 以下に詳 しい報告がなされている。
同書 によると、大半の加盟国は、指令に従 って制限を設けているようであるが、例外は ドイツで、仕入
税額控除の範囲が広 く、交際費の支出についても仕入税額控除が認め られているとのことである。
17)CanadianMasterTaxGuide(61stEdition2006;CCH)を参考 にした。
18)森 信茂樹著 「日本の消費税」(納 税協会連合会、2000年)336頁 ～338頁 。
19)廃 案 となった経緯については、吉牟田 ・前掲書 の76頁 ～81頁 に詳 しく説明 されている。同書 によると、




本章で明 らかになった ことは、以下の とお りである。
個人所得 を課税対象 とす る所得税 は交際費 につ いて必要経費 としての控 除を認 めてい る。法人所
得 を課税対象 とす る法人税(租 税特別措置法 の取扱いを含む。)は 交際 費等 の定義 を設 け、 この交
際費等の定義 に該当す るものについては、中小企業の場合 を除き、損金算入 を認 めない こととして
いる。 したがって、 レス トランでの飲食や贈答品の授受 な どについて、それが交際費等の定義 に該
当す る場合には損金算入が認 められず、交際費等の定義 に該当 しない場合 には、法人所得の計算 に
おいて も損金算入が認 められることにな る。 こうした制約 はあるが、法人税 では交際費については
原則 として損金算入が認め られていない、 といって過言で はないであろ う。
これに対 して、消費税 では、モ ノやサー ビス(「資産 の譲渡又は貸付若 しくは役務 の提供」につ いて、
以下、場合 に応 じて 「モノやサー ビス」 との表現 を用 い ることとす る。)を 「事業 として」購入 し
た場合には、事業者が個人であるか法人であるかを問わず、仕入税額控 除を認めることとしている。
例外 は、当該事業者の売上に非課税 のものが5%を 超 えて含 まれてい る場合 であ り、この場合 には、
非課税売上げに対応す る課税仕入 れについて仕入税額控除 を認 めていない。 したが って、 ある交際
費の支出が非課税売上 に対応す るものである場合 には、 その交際費に係 る消費税 の仕入税額控 除は
認 められない ことになる。
欧州では、EC付 加価 値税 指令 に したがって、大半 の加盟国で、 その範囲 は国によ り異な るが交
際費 に係 る仕入税額控除の否認が行われてい る。 また、 カナダで も、交際費について50%の 控 除制
限が設け られている。
我が国で も、平成2年 の税制改正 において、交際費等 に係 る仕入税額控 除の否認が改正項 目とし
て掲 げられたのであ るが、廃案 となっている。その後 は、政府税制調査会において、交際費に関 し
て具体的な議論 はなされていない。
以上が交際費 に対 する課税上取扱 いの現状である。
次章では、交際費に係 る消費税 の仕入税額控 除の問題 について、 これ までにどのような議論 がな
されて きたかを見てい くこ ととす る。
IH.こ れ まで の議論
本章では、交際費 と消費税 の関係、具体的 には、交 際費 にかか る消費税 の仕入税額控 除が認 め ら
れるべ きか否 かの問題 について、主 として我が国において、 これ まで どの ような議論がなされてき
たのかを見てい くこととす る。
その前 に、所得税 や法人税 との比較で消費税における交際費 の取扱 いの特徴を明 らかにす るため
に、消費税の仕組みにつ いて、簡単 に確認 してお くこととしたい。
1.消 費税の仕組み
消費税 は、事業者 がモノまたはサービスを販売す る際に、税 を価格 に転嫁 し、最終的に消費者 に
負担 を求め るとい う消費を対象 とした一般的な間接税であ る。 また、多段階の税で あることか ら、
一9一 交際費 に対 する消費税 の課税 について
税負担の累積 を防止す るために、仕入税額控除の仕組みが設 け られている。
すなわち、消費税 の仕組 みの基本 は、税 の価格転嫁 と税負担 の累積防止にある といえ る。 また、
消費税 の納税義務 者 を事業者 に限定 し、最終的な負担者 として消費者が想定 されている。
以上の こ とを具体例 で示す と、次の通 りであ る。
ある商品が製造業者Aに よって製造 され(課 税仕入れ はないもの と仮定す る。)、次いで、卸売業
者Bに 販売 され、 さ らに、小売業者Cに 販売 され、最終的に消費者Dに 販売 されて消費 され るもの
とす る。なお、下記の数字 は税抜き価格で あ り、税率 は10%と 仮定す る。
売 上 高 仕 入高 納 税 額
製 造 業 者AlOOOlO(100×10%)
卸 売 業 者B2001001C(200×10%一IOC×10%)
小売 業 者C30020010(300×10%一200×10%)
消費 者D-330(税 込 み の購 入 価 格)
以上 のプロセスを説明す る と、次 の とお りである。
製造業者Aは 卸売 業者Bに 対 し、税抜 き価格100で 商品を販売す るが、 その際 に消費税10を 価格
に上乗 せす る。Aは10を 納税す るが、納税 した税 の10はBに 転嫁 されてい る。 したがって、Aに は
消費税 の負担 はない。
次 いで、卸売業者Bは 小売業者Cに 対 して、税抜 き価格200で 販売 し、 その際に消費税20を 価格
に上乗 せす る。Bは 、上乗せ した消 費税 の20か ら、Aか ら転嫁 された消費税10を 控除 して、10を 納
税 す る。 したがって、Bも 消費税 を負担 しない。
小売業者Cは 最終消費者Dに 対 して、税抜 き価格300で 販売 し、 その際に消費税30を 上乗せする。
Cは 、上乗せ した消費税 の30か ら、Bか ら転嫁 され た消費税20を 控 除 して、10を 納税す る。従 って、
Cも 消費税 を負担 しない。
消費者Dは 、小売業者Cか ら330で 商 品を購入す る。330のうち300が 本体価格で30が 消費税である。
事 業者 で あるA、Bお よびCは 税 を負担せず、 この商品 に係 る消費税30は 、消費者Cが 当該商品を
税込 み価格で購入 するこ とによ りすべて負担す ることになる。
なお、Bお よびCが 仕入 において それぞれ負担 した消費税 の税額控 除が認め られ るのは、税の累
積 を排 除す るためである。
以上 のよ うに、消費税 は、税 の転嫁 と税 の累積排除の仕組みを有 した間接税であ る。 こうした仕
組 みを持 った間接税 は、一般 に 「EU型 付加価値税」 と呼ばれている20)。なお、本稿では、以下、「付
加価値税 タイ プの間接税」 とい う用語 を同 じ意味で用い ることとす る。
2.交 際費 と消費税の関係 に関する これ までの議論
交際費 と消費税(付 加価値税 タイプの間接税)と の関係について論 じられたこれ までの文献につ
いて、間接的な言及 をも含 め紹介す る と、次の とお りである。
20)金 子前掲書540頁 。
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(1)ジ ョル ジュ ・エグ レ
フランスの税務専門家であ り、 フランス経団連 の要職 にもあったジ ョルジ ュ ・エグレ氏 は、付加
価値税 に関す る著書 において、 フランスにお ける交際費 と付加価値税の仕 入税額控除の関係につい
て次の とお り言及 してい る2D。
まず、仕 入税額控除制度 のあるべ き姿につ いて、 「使用 され た方法や過程の長 さの如何 にかかわ
らず競争における課税 の公平を実現す るためには、ロジ ックか らいけば、商品の生産 や販売に要 し
た財貨や役務 に課せ られた付加価値税 を全額控除すべきであろ う。控除の可能性 に制 限を加 える と
い うことは、 とどのつ ま り、みか けの税率 よ りも高 い税率をかけ るこ とにな る。」 と述 べ られてい
る(同 書83頁)。
その うえで、当局の動 向について、次の ように言及 されている。
「実際には、取 引高税当局 は、間接税当局 の言 いな りになるこ とも、商工業者 に脱税 の可能性 を
更 に与 えるこ ともしなかった。脱税の可能性 を与 える とい うのは、専 ら企業活動に利用 されるので
はな く、住居、企業経営者 ・従業員の宿舎 、接待 ・レス トラン ・観劇等 の費用、贈答品、乗用車 も
し くは貨客兼用車等全 く私用 にされ利用 され うる財貨 ・役務 を 「付加価値税 を免除 して」取得で き
るよ うにす ることである。
ここに列挙 した ものは、第6指 令(筆 者注;ECの 第6次VAT指 令)に よっても、欧州各国の付
加価値税 によっても、 ほ とん ど採 り入れ られた。それ により、控除(筆 者注;こ こで控除 といって
いるのは、仕入税額控除 の ことであ る。)で きるもの とで きない もの との問に境界線 を引 く一連 の
決定がなされた ことはもち ろんで ある。
か くして、前記の原則の例外 として、次 のものに課せ られた付加価値税 は控除の権利が認め られ
ている。
一 職場において従業員の必要を集団的に満たすために充て られた固定資産(社 員食堂、喫茶室、
託児所 、医務 室、浴場、 シャワー、職業訓練所、体育施設、職業教育施設)
一 従業員 に無償で支給 され る作業着
一 少額 の広告宣伝用贈答品等
以上のほか、発動機用燃 料(用 途 の如何 を問わ ない)、 潤滑油、家庭用燃料油 につ いて は、歴史
的理由や歳入上の理 由か ら、控 除が認め られない こととされていることが述 べられてい る(注;同
書87頁 ～89頁)。
以上のよ うに、飲食や贈答 品の授受 といった交際費が仕入税額控除 を否認 され る理 由につ いて、
それ らが事業 目的に利用 され るだけでな く、全 くの私用 に利用 され る可能性があって脱税の可能性
を拡大す るものであるこ とが挙 げ られている。
(2)木 下和夫教授
欧州の付加価値税指令 における仕入税額控 除の制 限に触 れて、次 のよ うに言及 されている22)。
「仕入 れにかか る税額 の控除 は、課税取 引 となん ら関係の ない仕入 れを除 けば、原則 として認
め られ るが、 その仕 入れの性格上控除が制 限 され る場合 があ る。ECの 統一 指令(筆 者注;ECの
21)ジ ョルジ ュ ・エグ レ 「付加 価値税 」(文 庫 クセジ ュ;荒 木 和夫訳 、 白水社1985)。
22)木 下和 夫編 「付加 価値税 一その理論 と実務 一」(財 経詳報 社、1974年)100頁 ～101頁 。
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VAT指 令)は 、 この点 について、 「ある種 の財貨及 びサー ビスでその全部 または一部が納税義務者
またはその関係者 の用 に供 され うるよ うな ものにつ いて、控 除の対象 か ら除外す ることができる。」
と規定 して いる。 これ は、付加価値税 は最終消費者が負担することを前提 とす る消費税 であるか ら、
た とえ事業の 目的で仕入れ るものであって も、人 がそれを最終的 に消費す る限 りその者 に税負担 を
負わせ るのが適 当である とい う考え方 に基づ くもので あると考 え られる。
ヨーロ ッパの諸 国において も、 このような考 え方か ら、社用乗用車 の購入 と事業用の交際 にかか
る税額 につ いては、控除が認 め られ ていない。」
以上 のよ うに、交際費の支 出につ いて、た とえ事業 目的を もっている場合で あっても、 それが最
終消費 に該 当す る場合 には、仕入れ を行 った者に税負担を求めるべ きであるとの考 え方のあること
が示 されている。
(3)吉 牟田勲教授
吉牟田教授 は、欧 州の付加価 値税 における仕入税額控除の制限や我が国 にお ける平成2年 度の税
制改正 の動 向について説明をされたあ と、次 のように述 べてお られ る23)。
「わが国では、法人税法で も、法人の私 的消費 とい う概念はな く、事業経費 としての否認(交 際費等、
寄付金、役員賞与等)が ある。 この点当時の尾崎主税局長 も述べ られているとお り、 ドイツに似 て
いる。 しか し、事業者 と個 人消費者 との消費税(付 加価値税)の 公平 の観点か らは、消費税法で も
この ような概念 を作 り、事業用 の立証等がなされた もの以外は、仕入税額控除 を認 めない こととす
るこ とは、妥当であ り、行 うべきであろ う。
もちろん、この控除否認、その範 囲、否認割合等は、EC各 国その他で必ず しも意見の一致 を見ず、
これ を規定 したEC付 加価値税共通化第12次 指令の同意、施行がで きない状況で あることも確 かで
ある。
なお、EC第12次 指令 の 自動車50%が わが国の見直 し法案 にも直接影 響 して いた と考 え られ る。
したが って、 この仕入税額控除 をめ ぐるECの 動 きは十分 に研究 し、わが国のこの問題解決の資料
とす ることが必要 であ る。」
以上の ように、吉牟 田教授 は、わが国 に 「法人の消費」 とい う概念 がない ことが この問題 の解決
に とってネ ック となっている との指摘 をされている。基本的 には、事業用 と認 められる場合 に限 り
仕入税額控除が認め るべ きであ るとの見解である と考 えられ る。
(4)金 子宏教授
金子宏名誉教授 は、仕入税額控除の意義 につ いて、税負担の累増 を防止 し、付加価値税 としての
性質 を持たせ るための ものであ ると述べてお られ る24)。
次いで、金子教授 は、消費税の課税対象 に関す る記述のなかで、消費税が課税対象 と対価 を得て
23)吉 牟田 ・前掲書82頁 。
24)金 子 ・前掲書568頁 「売上税額か ら、まず仕入(課 税貨物の引取を含む意味で用 いる)に 含 まれていた
税額=仕 入税額(inputtax)の 控除を行 う。 この控除を、 ここでは仕入税額控除を呼ぶ こととす る(「前段
階税額控除」 と同義である)が 、それは 「消費税」の最 も重要な要素のひとつである。それによって、税
負担の累増が防止され、「消費税」は付加価値税の性質を持ちうるからである。」
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行 われ る取引 に限定 している理 由に関連 して、次のよ うに述べてお られ る25)。
「第二 に、課税 の対象 は、原則 として、対価 を得て行われ る取 引に限定 されている。事業者間取
引においては、対価を伴わない取引が行われても、仕入税額控 除が減少 しその分だけ納付すべ き税
額が増加す るか ら問題 は生 じない。
しか し、最終消費者 との間 との対価 を伴 わない取 引については、 その分だけ消費税 の税収が減少
す るのみでな く、一部 の物 品ない しサー ビスが消費税の負担を免除 されるこ とにな り、納税者間に
不公平 を生ず る。脂太 な数量に上 る小売段 階の取 引の中か ら無償取 引ない し低額取 引を選 び出 し、
それに通常の価格に対応 す る消費税 を課 す という作業が、 きわめて大変であ ることを考える と、 こ
れ は税務行政上やむを得ない措置 であるといえようか。」
その うえで、消費税法が法4条4項 において、「みな し譲渡」の制度を設 けていることについて、「消
費税 の課税 ベースを広 く構成す るという観点か らすれば適切 なこ とである。」 と述 べておられ る。
以上の記述 は、最終消費者への無償取 引を扱 った ものであ り、交際費に係 る消費税の仕入税額控
除につ いて直接に論 じられた ものではないが、交際費を支出 して贈答品を購入 し、 それを顧 客 また
は従業員に無償で配布 した との理論構成 を取 ることも可能であ り、その場合 には、類似 の問題 であ
ることになる。 したがって、 ここで指摘 されている納税者 間の不公平や消費税 の税収 の減少 とい う
問題 は交際費の支 出の場合 にも生ず るのではないか と考 えられ る。
(5)水 野忠恒教授
水野教授 は、その著書であ る 「消費税 の制度 と理論」において、消費税の問題について広範 にか
つ深 く論 じてお られ るが、交際費 と消費税 の関連 につ いては、次 のように述べてお られ る26)。
「消費 の定義 において は、①個人的消費 と、所得 を稼得す るための費用 の支出 との区別、② 家計
内において生産 ・使用 され る財貨やサー ビスの取扱 いが問題 となる。 すなわち、 まず、旅費や交際
費、 さらには、医療費 の支 出が、通常の個人消費で あるのか、生産 のための コス トで あるのか とい
う解 決の困難 な問題 がある。つ ま り、家計 による支出が、 さらに、生産の一部 を構成す るのか、あ
るいは、生産の最終 目的である消費であるのか とい うことが区別 されなけれ ばな らないのであ るが、
この ことは支 出の意 図に依存す るところが多 く、 しか もその意図 は混合的な ものであることが少な
くないので区別 は容易ではないので ある。」
水野教授 は、 「消費税 の制度を理論」 において、消費税 の基本的な論点 について詳 しく論 じられ
てい るが、以下では同教授の 「租税法」(有 斐閣、第2版)に そって、本稿 に とって関係 の深 い と
思われ る部分 を紹介す る。
まず、消費税法が所得税法や法人税法 と共通す る技術的規定 を設 けてい る理由 として、消費税法
が企業の取 引活動 に係 る売上げ と仕入れ を税額計算の基礎 としていることによるものであるとされ
るともに、消費税法が規定す る項 目以外 にも、給与に関す るフ リンジ ・ベネフィッ トな ど、所得税
法 および法人税法 の解釈 ・適用 における と同様の問題が、消費税法 において も生 じうることが予想
され る と述べてお られ る27)。
次 いで、 自己消費 と帰属消費の問題 に関連 して、 自己消費 に対 する課税の可能性や必要性 に触れ
25)金 子宏 「消費税制度の基本的問題点」(日 税研論集30号 、 日本税務研究センター、1995)10頁 ～ll頁
26)水 野忠恒 「消費税の制度 と理論」(租税法研究双書1、 弘文堂、1989)2頁 。
一13一 交際費 に対 する消費税 の課税 につ いて
られ、現行法上 の課税要件 には該当 しない としても、 自己消費や帰属消費に課税 しない と、課税売
上高 を減少 させ るこ とができて しま うことにな る。現行法は、法4条4項 において一定 の 自己消費
の課税 を行 っているが、役務の 自己消費には課税 していない。 この点 について、本来 は課税 される
べき ものであ るが、 自己消費 されるサー ビスに限界がな く、 どこまで課税対象 とされ るべきかを明
確 にす るこ とが困難であ るために、課税対象 となっていないのであろ うと述べてお られ る28)。
使用人 に対 す る現物給与 の関係で、現物給与に用 い られる物 品を使用者 が購入す るこ とに対す る
取扱 いについては、現物給与の適正価額(市 価)を 使用者(「 事業者」)の 売上高 に含 めて 「消費税」
の課税対象 とす る一方、その給与 に関連す る役務の提供 を仕入高 としてその税額 を控 除す る方法 と、
使用者が現物給与 に用い る物品 ・サー ビスを購入す ることに対 し、その仕入れ に係 る税額控除を否
定 す る方法があ るとされ る29)。
さらに、家族 的企業 における費用 の支出について、所得税法 における家 事関連 費の問題 はそのま
ま消費税法 における 「課税仕入れ」 の認定 をめ ぐる問題 を生ず るとされ、消費税 において も、所得
税法 の規定す る家事関連 費に関す る基準 と同様 の基準が必要 である とされ る30)。
また、役員報酬 ・賞与、使用人給与等につ いて も、役員か らの資産 の高額買入れや役 員のための
個人 的費用の負担等 を行 う場合 にはて消費税 においても役員賞与 と認定 され、仕入れにかかる税額
控 除が否認 されなけれ ばな らないと述べてお られ る31)。
以上 の とお り、飲食や贈答 品の購入 といった交際費 に係 る仕入税額控除について直接の言及は さ
れていないが、 自家消費や家事関連費、役員や従業員の給与な どに関連 して、消費税の仕入税額控
除の仕組 みは、納税義務者 に とって、税 負担 を軽減 する手段 とな りうるものであることを明 らかに
され、所得税や法人税 のよ うに、何 らかの措置が必要であることを示唆 されている。
なお、交際費 と家事関連 費(法 人 の場合には、役員や従業員の給与 との関連支出)と を比較す る
と、前者 には事業 目的の存在 が明確 にあるのに対 して、後者の場合 には、事業 目的があい まいであ
る点c`違 いが あると思われ る。 そのために、後者 について、仕入税額控 除を否認す ることが論理 的
に容易に導 かれ ることになるのではないか と思われ る。
(6)尾 崎護主税局長(当 時)
平成2年 度税制 改正 の要綱 において交 際費等 の仕入税額控除を認めない とす る改正案 に関連 し
て、尾崎主税局長(当 時)は 、 この改正 は、企業の交際費につ いて、 これを企業の コス トではな く
27)水 野忠恒 「租税法」673頁 ～674頁 。
28)水 野 ・前掲書685頁 ～687頁 。なお同じ箇所で、ヨーロッパ諸国における自己消費の取扱いについても触
れてお られる。た とえば ドイツでは自己消費を三つに分類 し、物品の事業以外への移 出、サービスの事業
以外への移 出、関連者による消費が課税対象に含 められているとのことである。またイギ リスでは、 自動
車 と文具の譲渡の場合に市価で譲渡がなされたもの とされているとのことである。
29)水 野 ・前掲書688頁 ～689頁
30)水 野 ・前掲書689頁Cな お、 この点に関連 して、「「消費税」では、その税額は相手方に転嫁 され、納税
義務者 である 「事業者」の負担 となるものではないというのが制度の趣 旨であるが、課税仕入れを多 くし
納税額を最少にす ることには、やは り大きなメリットがある。」 と述べ られている。
31)水 野 ・前掲書690頁 。
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消 費 だ と考 え た こ とに よ る もので あ る との説 明 を して お られ る。32)。
(7)山 本守之税理士
山本税理士 は、その著書 において、消費税の担税者 の問題 に言及 しておられる33)。
そのなかで、消費税の担税者につ いて、現行の消費税法 は、消費税 の負担者 は最終消費者であ る
とし、事業者 は負担 しない ことになっていることが問題 であるとの指摘 をされ、 この点の再検討 が
必要 であると述べ られてい る。
(8)山 田裕士教授(当 時)
交際費 と消費税 の問題 について正面か ら取 り上 げたもの としては、税務大学校教授(当 時)の 山
田裕士氏の論文がある34)。
山 田氏 の論文は交際費 と消費税 との関連性 について多面的な指摘 を しているが、その うち、本稿
と関連す る範 囲での主 なものは次の とお りである。 なお、同氏の論文の主 な内容 はフリンジ ・ベネ
フィッ トと消費税の関係 に関するもので あ り、 したが って、交際費に関する指摘の多 くは主 として
フリンジ・ベネフィッ トに関す る文献の検討を踏 まえ、 これを発展 させ たものである。
○役員や従業員が企業 の交際費か ら受 ける利益 には、交際費の私的消費 と家事費の節約効果の二
つの性格 があること
○交際費には利益処分性 と給与代替性があ り、法人税 の交際費課税には一種 の代替課税 としての
側面がある こと
32)租 税研究485号15頁 ～16頁 。
「企業に とっては、すべての仕入がみんなコス トだ という考え方でございますが、 しかし、 レス トランに
行って食事 をする。そこで同 じお酒を飲み、同じ料理 を食べて、片方 はその事業の交際費であると負担が
ない、みんな控除で きる。所得税 を払 った後の 自分の所得で家族 を連れて食べに行 くとそれは消費税 が負
担させ られる。企業が レス トランで食べた費用 とい うのは、事業にとって負担 にならないのはおか しいじゃ
ないか ということがございまして、各国の例などを調べてみます と、確かにフランスとかイギ リス とかで
は仕入控除を認めていないんです。 これは言わば企業の行 う消費であっても、企業のコス トではな く消費
だ というように考 えて しまっている訳です。
交際費のほかにフランスな どはかな り広 うございまして、旅費 とか福利厚生費な ども仕入控除を認 めて
いない訳ですが、フランス、イギ リスに共通なのは交際費でありますの と、それから一定の乗用 自動車、セー
ルスマンが乗るような軽 自動車 とか トラックとかい うようなものは別 とした しま して、重役がお乗 りにな
るようなもの、そ ういうようなものも一種の社用の費用 とい うんで しょうか、そのように考えて仕入控除
を認めないというや り方をやってお ります。その制度をわが国にも導入することといたしました。 ドイツ
は現行のわが国の消費税のように、すべて控除を認めるとい うや り方でございますが、英、仏型の制度に
改めて、一般の消費 と社用費用 とのアンバランス、不公平感 というものに対処 しようというわけで ござい
ます。」
33)「 消費税の納税及び税務行政」(「消費課税の理論 と課題」三訂版、税務経理協会、2003)184頁 ～197頁 。
34)山 田裕士 「消費税の課税対象 と 「消費」に関する一考察一フリンジ・ベネフィット及び交際費 と消費税一」
(税務大学校論叢31号)
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○交際費には事業経費性が あるが、交際費を主 として経費的な もの と主 として私 的消費 的なもの
とに区分す るこ とは困難で あること
○交際費は、消費税 の課税ベース を侵害 し、一般消費者 と事業者 との公平性を阻害す るおそれが
あるこ と
○現金支出(見 舞金等)と 飲食 ・贈 答品 とでは、同 じ交際費支出であ りなが ら、課税効果 に差が
出 るこ と(す なわち、後者 の税負担が小 さ くなる。)
以上 を踏 まえ、事業者の支出 した交際費 について は、「みな し譲渡」ない し 「仕入税額控除の否認」
のいずれかの規定 を導入すべ きであ り、その際には明確 な基準 を定 めるべきで あるとされている。
(9)税 制調査会
近年 の政府 の税制調査会 では、仕入税額控除については、主 としてインボイス方式導入の是非の
観点 か ら論 じられ、仕入税額控 除の認め られ ない経費 についての議論 はなされて いない。
まず、平成12年7月 のいわゆ る中期答申で は、仕入税額控除の 「今後のあ り方」について、次の
ように記述 されている35)。
「今後、消費税制 度全体 の見直 しを行 う際 には、仕入税額控除方式のあ り方 につ いて、税率構造
や中小企業 に対 する特例措置 な どとの関係 を踏 まえ、事業者間 における取 引の実 態にも留意 しつつ、
制度 の信頼性 ・透 明性の観 点か ら、検討 を行 うことが重要です。
その際、 ヨーロ ッパ諸国の ようなインボイス方式について は、制度 の信頼性 ・透明性 に資する面
があ る一方で、免税事業者 か らの仕入れ については仕入税額控 除が認 め られず、免税事業者 が、課
税事業者 となることを選択 しない限 り、事業者間取 引か ら排除 されかねない ことについて どう考 え
るか とい う問題 があ ります。
なお、仕入税額控 除の要件 の検討 に当たっては、事業者間取引の電子化の状況 を考慮す る必要が
ある との意見があ りました。」
また、 「平成17年 度の税制改正に関す る答 申」(平 成16年ll月25日)で は、仕入税額控除に関連 し
た記述 は次 の とお りである。
「…また、将来、仕入税額控 除の際 に税額 を明記 した請求書等の保存 を求める 「イ ンボイス方式」
の採用 が検討課題 とな る。 これ らについては、今後の消費税率の水準に関す る議論 も踏 まえ、高 い
税率水 準の下で複 数税率 を採用 してい る欧州諸国の実態 も参考 にしつつ、 引き続 き検討 を深 めてい
くべ きで ある。」
なお、平成18年 度の税制調査会の答申では、消費税 の問題 その ものが取 り上げ られていない。
以上の よ うに、少な くとも近年の政府 の税制調査会においては、交際費に係 る仕入税額控除につ
いて議論 はな されて いない。
3.指 摘 された論点の整理
上記の議論 に現れ た論 点を整理す る と次 の とお りで ある。
35)税 制調査会 「わが国税制の現状と課題一21世 紀に向けた国民の参加 と選択一」(平 成12年7月)255頁 。
会計論叢第2号 一16一
(1)欧 州諸 国での議論
欧州諸国 は基本的に交際費に係 る付加価値税 について仕入税額控除 を否認 してい るが、 その論理
は、概要、次の とお りである
商品の生産 や流通に要 したモノやサービスの仕入れで事業者が負担 した税 については、その全額
の仕入税額控除が認め られ るのが原則で ある。
しか しなが ら、 これをそのまま認 める と、全 くの私用 とされ るモノやサー ビスに係 る税につ いて
も仕入税額控除を認める結果 とな り、結果 的に脱税 を許容す ることにな る。
したがって、 た とえ事業 目的で仕入れ るものであって も、最終的 な消費 を伴 う場合 には、仕入れ
を行 った者 に税負担を負わせ るのが適 当である。
(2)わ が国での議論
わが国で は、欧州諸国 と異な り、交際費に係 る消費税 について仕入税額控除を認 めて いるが、そ
の理由 としては、次の指摘 がなされている。
まず、我が国で は、法人に私的消費の概念がないのではないか との吉牟田教授の指摘があ る。 こ
れは、現行制度 を前提 とす ると、法人の場合 において、仕入税額控除の否認は困難 であることを指
摘 されたもの と思われる。なお、同教授は、公平 の観 点か らこうした概念 を作 り、事業用であるこ
とが立証 されたもの以外は、仕入税額控除を認めないこととすべ きである とされている。
また、家計支 出に関連 した記述 ではあるが、水野教授 は、交際費の支 出が個人的な消費であるか
それ とも生産 コス トであるかを区分 することが如何 に困難性であるか とい う点を指摘 されている。
以上のほか、交際費 について仕入税額控除 を否認すべきではないか との立場か らは、交際費 には
私的消費や家事費の節約の面が あること、交際費には利益処分性や給与代替性があ ること、交際費
を主 として経費的な もの と主 として私的消費的な ものに区分す ることの困難性 はあ るが交際費の仕
入税額控除 を認 めることは一般消費者 と事業者の公平 を阻害す るほか消費税 の課税 ベースを侵害す
るこ とか ら問題が あるといった指摘 がなされてい る。
4.小 括
以上の議論 を踏 まえて明 らか になった ことは、交際費の支出に対す る消費税の課税の問題 を検 討
す るためには、消費税 において は、消費財 としての飲食や贈答 品に対 する消費税 の有 している意味
を検 討するこ とが必要 である とい うことで ある36)。つ ま り、所得税や法人税 の面 か らは、 レス トラ
ンでの飲食や贈答品の授受 といった交際費の支出が必要経費あ るいは損金 に該当す るか否かを論 ず
るこ とであったが、消費税の分野では、交際費の支出は典型 的な消費財の購入 にあたる行為であ り、
こうした消費財 の購入 において事業者が負担 した消費税 について仕入税額控 除を認 めるべ きか否か
という論点の検討が必要 となる とい うこ とで ある。両者 は類似 した面 はあるが、税 の性格 の違いか
36)本 稿では、 「消費財」の用語は、一般 に家計において購入 され る商品(乗 用車やテレビな どの耐久消費
財や食料品や衣類などの非耐久消費財が含 まれる。)を 指す もの として用いることとする。 また、 「消費財」
に対立す る概念 としての 「生産財」の用語は、企業が生産のために投入する原材料や製品などを指すもの
として、次章以下で用いることとする。
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ら、 同様 に扱 うことはで きない もので ある。仕入税額控除の役割や機能 を考慮 した うえで仕入税額
控 除を認 めるべきか否かの検討が必要であ ると思われ る。
前記 の とお り、仕入税額控 除は、付加価値税 タイプの税 における税 の累積 を防止する機能 を担っ
た もの と言 われてい る。 したが って、飲食 や贈答品の授受 といった消費財の購入 の場合 において、
税 の累積排除 とい う機 能を持 った仕入税額控除を認 めることが如何 な る意味を持つ ものかを明 らか
にする必要があ る。
したが って、次章で は、飲食や贈答品 といった消費財の購入 を対象 として、仕入税額控 除の控 除
を認 め るこ とが如何 なる意 味をもつ ものかについて、分析、検討 を試 みることとしたい。
N.仕 入税額控除 に関す る論点の分析
前章で は、交際費 に対 す る消費税(付 加価値税)の 課税 についての従来の議論を概観 した。その
結果、交際費に対す る消費税 の課税の問題 にアプローチするためには、交際費 に代表 され る 「消費
財」 に対す る係 る消費税 の課税の在 りかたを検討す ることが必要ではないか と考え られた。すなわ
ち、飲食や贈答 品の授受 は、所得税や法人税の分野では交際費 の支 出が必要経費あるいは損金 とし
て認 め られ るか否かが問題 となるのであ るが、消費税 の分野 では、飲食や贈答品の授受 には消費財
の購入 としての側面があ ることに着 目し、 こうした消費財 を購入 した場合に負担 した消費税 につい
て仕入税額控除が認め られるべ きものなのか否 かについて検討量 る必要がある と考 えられた。 した
がって、以下、 こうした消費財 に係 る税 について、生産財の場合 との対比を行 いなが ら、仕入税額
控除 を認め るべ きか否かにつ いて検討を行 うこととしたい。
なお、消費財 と生産財 とでの税の取扱 いの相違 は、税 の転嫁 および累積 の排除の仕組 み と密接 に
関連 してい る。 そ こで、本章で は、消費財 に係 る税の意味を考 える前提 として、 まず、 消費税 を含
む各種の消費 を対象 とした一般間接税の うち、主要なタイプの税における税の転嫁 と累積排除の仕
組み について確認 を しておきたい。
1.税 の転嫁 と累積排 除の仕組み
消費税(欧 州 における付加価値税 あるいはカナダにおける財貨 ・サー ビス税 も同様 であ る。)の
ような多段 階の仕入税額控除 タイプ(前 段階全額控除タイプ)の 間接税においては、納税義務者で
ある事業者 は、税負担を次 の段階の事業者(ま たは消費者)に 価格転嫁す るとともに、税 の累積 を
排除す るために、仕 入税額控除 を行 う権利が認 め られ る。
この仕組 みの持 ってい る意味 を検討す るために、い くつかのタイプの間接税 につ いて、次の よう
な簡単 な設例 を設 けて、課税が どうな るか検討 してみたい。 なお、税率 は、本体価格に対 して10%
と仮定す る。
(設例)
製造業者Aは 、その商品Mを 本体価格100で 、卸売業者Bに 販売す る。
卸売業者Bは 、その商 品Mを 本体価格200で 、小売業者Cに 販売す る。
小売業者Cは 、 その商品Mを 本体価格300で 、消費者Dに 販売する。
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(1)取 引高税タイプの税のケース
ここで、取 引高税 タイ プの税 とは、単純 に売上高に税率 を乗 じて各事業者 の納税額 を計算 する税 の
ことである。
上記の設例で、取 引高税 タイプの税 が導入 された とす る。それぞれの税込 み価格 に税率 の10%を
乗 ず るこ とで納税額が計算 され るこ とか ら、A、Bお よびCの それぞれ納税額 は次 の通 りとな る。
製 造 業者Aの 納 税額 は、10(販 売価 格100×10%)。
卸 売 業者Bの 納 税 額 は、21(税 込 み販 売価 格210×10%)。
小 売 業者Cの 納税 額 は、33.1(税 込 み販売 価 格331×10%)。
Aは 税10を 納付 して、納税額 を加 えた価格llOでBに 商品を販売 する。Bは 税21を 納付 して、納税
額 を加 えた価格231で 商品 をCに 販売 す る。Cも また税33.1を 納付 し、その税 を加 えた価格364.1で
消費者に販売す る。
したがって、合計税額 は、64.1と な り、消費者Dは 商品Mに 税込 み価格364.1を 支 払 うことにな る。
結果的に、本体価格が300で 税が64.1と な り、本体価格に対す る実質的な税率は約21%と なる。
このように、取 引高税 タイプの税 の場合には、生産、流通 および消費のすべての段階で課税 が行
われ ることか ら、各段 階の税 が累積 してい く。 こうした過程が長 くなれば、 さらに税 の累積 が大 き
くなる。他方、製造、流通及 び消費の過程 が短 くなれ ば、税 の累積が小 さくなる。 したが って、 こ
の税 は、単純で簡素である とい うメ リッ トはあるが、競争中立性 を損な うな ど経済を歪 める可能性
がある とされている37)。
(2)小 売売上税タイプの税のケース
小売売上税 タイプの税 とは、小売段階 における売上 に限定 して課税す るものである。
上記の設例で、小売売上税 タイ プの税が導入 されだ とす ると、その課税 は次の通 りとなる。
製造業者Aの 納税額 は、0。
卸売業者Bの 納税額 は、0。
小売業者Cの 納税額 は、30(販 売価格300×10%)。
Aは 税 を納付 す ることな くBに 商 品を販売 し、Bも 税 を納付 す ることな くCに 商品 を販売 す る。
Cは 税30を 納付す る義務 を負 うが、その税 は、消費者 に対 して税金を上乗せ して販売す ることで、
消費者 に転嫁 され る。
したがって、小売業者の納税額 と全体 の納税額 の合計税額が同一額 の30と な り、消費者Dは 商品
を330で 購入す ることにな る。本体価格 に対す る税率 は形 式的にも実質的に も10%で ある。
(3)付 加価値税 タイ プの税のケース
前段 階税額控除の仕組みを有す る付加価値税タイプの税(我 が国の消費税 もこのタイプである。)
37)金 子 ・前掲書539頁 。
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が導 入 され だ とす る と、 そ の課 税 は、 次 の通 りとな る。
製 造 業者Aの 納税 額 は、10(販 売 価 格100×10%)。
卸 売 業者Bの 納 税額 は、10(本 体 価 格200×10%一10)。
小 売 業者Cの 納 税 額 は、10(本 体 価 格300×10%一20)。
AはBに 対 す る販 売価格100の10%で あ る10を 納税 し、Bに 対す る販売価格 に納付 した税10を 上
乗せ す る。BはCに 対 して本体価格200の10%で あ る20を 税 として上乗 せ し、 この20か らAか ら商
品 を仕入れ ときに負担 した税10を 税額控除 して、10を 納税す る。Cは 消費者 のDに 対す る本体価格
300の10%で あ る30を 税 として上乗せ し、Bか ら商 品を仕入れた ときに負担 した税20を 税額控除 し
て、10を 納税 する。
したが って、合計税額 は30で あり、消費者Dは 税込みで330(本 体価格300、 税30)を 支払 うこと
になる。
最終的な税負担 は、小売売上税の場合 と同一の30と なる。
(4)付 加価値税 の優位性
税 の累積 の排除の点で小売売上税 タイプの税 と付加価値税 タイプの税 は同様 の効果 を有す るよ う
に見 えるが、小売売上税の仕組みは、原則 として、消費者 以外の者(事 業者;製 造業者、卸売業者
または小売業者 を含 む。)が 小 売業者か らモ ノまたはサービスを購入 しない ことが前提 となってい
る。すなわち、単線 的に商品が流れ る場合には問題 がないが、 これが複線化 した場合 には、税の累
積が発生 す る。た とえぼ、小売業者 が他の小売業者 か ら商品 を購入 した場合には、税 の重複 が発生
す る。 したが って、売主で ある小売業者 において、買手が消費者以外の者である場合 には税 を課 さ
ない こととす る必要 がある。 これを実行す るには、売主において、買主が消費者か事業者の判断 を
行 うことが必要 とな る。 しか しなが ら、 これは容易 な作業で はないであろ う。消費者が事業者 にな
りす ますな ど、脱税 の可能性 も大き くなる。
これに対 して、付加価値税 タイプの場合 には、事業者間の仕入税額控除の仕組みを通 じて、誰か
ら購 入 して も自動的に累積排除の効果が働 くことか ら、優れた仕組 みで あると考 えられ る。売主 は、
買主 が事業者であ るか消費者 であるかの区別 をす ることな く、誰 に対 しても、税 を上乗せ して販売
すれば よいのであ る。
2.事 業者が交際費を支出した場合の検討
以上の ように、付加価値税 タイプの税が税 の重複排除の面 において優れた制度であ ることが明 ら
かになった。 そこで、次 に、 こうした付加価値税 タイプの税 において、事業者が消費財 を購入 した
場合 にいかなる問題 が生ず るかをみてい くこととす る。
(1)設 例
事 業者Aが 、顧 客Bを 相 手 として、 レス トランCで 食 事を し、または、顧 客 に贈 るために贈答品
Mを 購入 した場合 について検討する。なお、交際費の本体価格 は50と する。付加価値税 タイプの税
が課 されてお り、税率 は10%と 仮定す る。 また、事業者Aは 、事業者Dか ら商品Nを200で 仕入れ、
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300で 顧客 に販売す るもの とす る。
比較 のために、交際費の支出がない場合 を示 す と、次 の通 りで ある。
事業者Dの 納税額 は、20(課 税仕入がない もの と仮定す る。本体価格200×10%)。
事業者Aの 納税額 は、10(本 体価格300に 対す る税30一 課税仕入 に係 る税20)。
Dは 、本 体価格200の 商 品 を、税20を 上乗せ してAに 販売 す る。Dは 仕入税額 が無 い ことか ら、
20を 納税 す る。Aは 、本体価格300の 商品 を、税30を 上乗せ して顧客Cに 販売す る。Aは 、売上 に
かか る税30仕 入税額 の20を 税額控 除 して、10を 納税す る。
顧客Bは 、Aか ら330で 商品Nを 購入す る。商 品Nに 係 る消費税額 は30で ある。全体 としての消
費税額 も30で ある。
次に、上記 の設例 において、交 際費の支出が行われた と仮定す る。 そ して、二つのパター ン、す
なわち、交際費の支 出によって事業者Aの 売上高が増加 しない場合(第 一パ ター ン)と 、交際費の
支出によって事業者Aの 売上高が増加 する場合(第 二パ ター ン)の 二つのパター ンに分 けて検討す
る。
(第一 パ ター ン;販 売価 格 の引上 げが な い場 合)
事業 者Dの 納税 額 は、20(上 記 と同様 で あ る)。
レス トラ ンCの 納税 額 は、5(本 体 価格50×10%。 なお、 仕 入税 額 は な い もの と仮 定 す る。)。
事 業者Aの 納税 額 は、5(本 体 価格300×10%一20-5)。
Dは 、交 際費の支 出によって影響 を受 けず、本体価格200の 商品 を、税20を 上乗せ してAに 販売
す る。レス トランCは 、本体価格50の 食事 をAに 提供 し、税5を 上乗せ して代金を徴収す る。そ して、
仕入税額が ない こ とか ら、 この5を 納税す る。Aは 、売上にかか る税30か ら仕入税額の25(Dの20
とCの5を 加 えた もの)を 税額控除 して、5を 納税す る。
したが って、 この場合には、交際費支出に伴 う仕入税額控 除が5だ け増加 したために、Aの 納税
額が5だ け減 少 してい る。なお、 レス トランCの 納税額5を 加 えて、全体 としての納税額 は30で あ
る。 この数字 は、交際費の支出が無か った場合 と同一である。
(第二パ ター ン;販 売価格が交際費分だけ上昇 した場合)
事業者Dの 納税額 は、20(上 記 と同様 である。)。
レス トランCの 納税額 は、5(本 体価格50×10%。 なお、仕入税額 はないもの仮 定する)。
事業者Aの 納税額 は、10(本 体価格350×10%一20-5)。
Dは 、交際費の支出によって影 響を受 けず、本体価格200の 商 品Nを 、税20を 上乗 せ してAに 販
売す る。 レス トランのCは 、本体価格50の 食事 をAに 提供 し、税5を 上乗せ して代金 を徴収す る。
そ して、仕入税額がない ことか ら、 この5を 納税 する。Aは 、売上にかか る税35か ら仕入税額の25
(Dの20とCの5を 加 えた もの)を 税額控除 して、10を 納税す る。
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この場合 には、交際費支出 に伴 う仕入税額控除が5だ け増加 しているが、事業者Aは 販売価格を
それ に伴 った引き上げたため、納税額 の10が 維持 されている。なお、 レス トランCの 納税額5を 加
えて、全体 としての納税額 は35に 増大す る。
(2)設 例の検討
レス トランでの食事 の要素 が加わった ことで、事業者の税の転嫁 および税 の累積排除のプロセス
に どの ような変化 が生 じてい るのか検討す る。
まず、第一パター ンをみてい くと次の とお りである。
税 の転嫁 は行 われ、仕 入税額控除が行われてい る。一見 した ところ、何 の問題 もない。 なお、我
が国の消費税 法では、既 に述 べたよ うに、 それが 「事業 として」の購入であれば、交際費 の支出の
場合で あって も、事業者Aは 、交際費の支出に係 る税 を控除す ることが認 められ る。
しか しなが ら、取 引の全体 をみると、疑問が生ず る。事業者Aが 消費者で あるBに 販売 した商品
300と レス トランでの食事(交 際費)50と を加 え全体で350の 消費が行われているという事実が無視
されて いる。交際費の支 出 とい う事実が付 け加 わったにもかかわ らず、全体 としての消費税の納税
額 は30に 過 ぎない。 ある意味で、消費税5の 消失が起 きている。
なぜ、 こうした こ とが起 きるのであろ うか。原因は、事業者Aの 仕入税額控除にある。商品Nの
仕入 は、生産 か ら流通 そ して消費に向けたプロセスの一部であ り、生産財の購入 に該 当す る。商品
Nの 仕入 に係 る税 の控除 は、税 の累積排 除の観点か らは当然 に必要 となるものであ る。 ところが、
レス トランでの飲食 や贈答品の購入 といった交際費の支出は、それが消費財 に該当す るものであ り、
Aが 購入 した段 階(レ ス トランで食事 を した段 階)で 生産 プロセスが完了 した と見 るこ とも可能で
ある。Aの 関係者(顧 客や事業者Aの 役職員)が レス トランで飲食 をす ることで満足 あるいは欲望
の充足 が生 じてい る。
こ うした見方か らす る と、 レス トランでの飲食 とい う個人の満足(消 費)に 係 る消費税5が 、A
の仕 入税額控除の計算 を通 じて消失 してい るのであ る。 これを、国庫 か らみる と、5の 税収が失 わ
れてい ることにな る。国か ら事業者 に5の 補助金 が支払われ る結果 となっている とも言い うる。
さらに、消費者 との比較 か らす ると、消費者が同 じレス トランで同 じ食事 を した場合には、税込
みの55の 価格 をレス トランに支払 う必要があるが、事業者の場合には、仕入税額控除の権利 を有 し
てい るために、実質的 に50の 価格を支払 うことで済む ことになる。 これ は、不公平 ではないか、放
置 しておいて よいのか とい う疑問が生ず る38)。
次 に、第二パター ンを検討 する。
この場合 には、 レス トランでの食事 に係 る消費税だ け、全体 としての消費税の納税額 が増大 して
い る。 こうした交際費の支 出は、事業者Aに おいては事業 目的で支 出 した ものであ り、生産 コス ト
の一部で あることか ら、そ こで負担 した税の累積排除のためには、仕入税額控除が認め られ るのは
当然 であ り、 これを認めない と、結果 として、税 の累積が生ず る。 すなわち、交際費に係 る消費税
38)こ れは、法人税における交際費等の損金不算入の制度が導入 された経緯 として、社用族による冗費や濫
費が問題 となったの と類似の問題である。 レス トランでの食事を例に とると、一般の国民は、収入から所
得税 を控除 した残 りか ら代金 を支払っているのに対 して、法人の役員 または従業員は会社の費用で同様 に
レル トランでの食事を楽 しめるという不公平の問題である。
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の仕入れ税額控除 を認 めない場合 には、全体 としての消費税の納付税額 は40と な り、税の累積が生
ず る。す なわ ち、全体 としての消費 を商品Nの300と レス トランの食事の50で ある とす る と、350
の消費に対 して税 が40で 、税負担割合がll.4%に 上昇する。 したが って、 レス トラ ンでの食事 に係
る消費税の仕入税額控除 は認 め られて当然だ ということになる。
このケースは、交 際費の支出が生産 コス トとして機能 し、 その部分が事業者 の販売価格 に上乗せ
され、事業者Aの 課税売上が増大 した とい うものである。我が国の消費税法は、 こうしたパ ター ン
を前提 としているもの と思われ る。 すなわち、「事業 として」行 われた課税仕入れにかか る消費税 は、
原則 として、仕入税額控除を認 めることとされている。
この問題が分か りに くいのは、事業者に よる消費財の購入には二面性 があることによるものであ
る と思われ る。つ ま り、 レス トランでの食事(あ るいは、贈答品の授受 でも同 じことであ る。)に
よって事業者 または関係者 の満足 が得 られ る。そ して、 この時点で ひとつの生産プロセスが完了す
る。したがって、ここで行われた消費について税の負担が必要ではないか という見方が生ず る。他方、
交際費の支出には、顧客 との関係強化 により事業 目的に寄与す る(販 売価格 の上昇による売上の増
大)と いった側面があ り、 この場合 には生産財 としての意味を持つ ことになる。 したがって、税 の
累積排除が認 め られるのは当然であ るとい うこ とになる。
3.分 析の結果
(1)交 際費の支 出を消費税 か ら見た場合の二面性
以上 の検討結果 か らいえ るこ とは何か。 それは、事業者に よる飲食や贈答 品の購入 といった消費
財の購入は、消費税(付 加価値税)の 観 点か らする と、密接不可分 な二面性 を有 した行為で あると
い うこ とで ある。ひ とつ には、消費財の消費 による満足(た とえば、飲食への欲望を満 たす こと)
である。 ここで消費が行われ、誰かがその消費 に対応す る税 を負担すべ きであるとの見方が生ず る。
そ して、ふたつ には、事業者 における事 業推進 に寄与する とい う効果で ある。言い換 えると、生産
過程 におけるコス トであ り、生産財 としての機能 を有 してい る。税 の重複の排除のためには、当然
に仕入税額控除が認 め られるべ きであるとの見方 とな る。 これ ら二つの面 は密接不可分 で、分離が
不可能であ る。 どち らが主か とい う区分 は、理論的 には有 り得 ても、実際上は困難で あろ う。言 い
換 えると、交際費の支出によって、 それに見合 う事業上の効果(付 加価値)が 発生 し、それ によっ
て売上が増加 したか否かを個別 に判断す ることは困難である。
したがって、 こうした支 出について仕 入税額控除 を認 めるか否か、認 めるとして どこまで認める
か とい う問題 に関 して、合理的で明確 な解決策 を導 き出す ことは困難で あると思われ る。 しか しな
が ら、 そうであるか らといって、区別す る努力を放棄 し、すべて仕入税額控除を認 めることも、税
負担の公平 の観点か らは疑問があ る。
また、見方 を変 える と、 こうした交際費支出に国庫 が補助 を している とすれば、 その ことは、法
人税 における交際費等の損金不算入制度 の趣 旨に反す るのではないか とも思われる。法人税 におい
て交際費等の支出を損金不算入 とする方法 によ り抑制 しておきなが ら、消費税においては交際費 に
係 る消費税 の仕入税額控 除を認め ることによ りこれ を支援 しているのは矛盾す る。少な くとも、法
人税 における交際費等の損金不算入の措置の効果 を一定程度減殺す る結果を もた らしている39)。
(2)現 行法の解釈を通 じた解決の困難性
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こうした事業者 による消費財の購入が引き起 こす問題点について、現行法の解釈 を通 じて解決す
ることは可能 であろ うか。
これ まで見 てきたように、個 人の場合 には、消費財 の購入の うち個人的な消費については、所得
税 の場合における家事費や家事関連 費の問題 と同様 に一定範囲での制限が可能である。
これ に対 して、法人の場合 には どうであろうか。前述の とお り、法人の場合には消費税 を一切負
担 しない とい うのではな く、例 えば、非課税売上があ る場合 には、非課税売上に対応 す る課税仕入
につ いて、事業者 も税 を負担す るのである。 したがって、法人が消費税 を負担するこ と自体 には問
題 はない と思われ る。
しか しなが ら、法人の場合 には、その活動 のすべてが事業 目的であ るとされてい る。 したが って、
ある取引について、事業性がない として、仕入税額 の控除を否認 することは難 しい。法人の支 出す
る交際費の場合、私 的な消費の面があ るにしても、それが事業 目的を全 く有 していない と断定す る
ことは困難で ある。すなわち、 「事業 として」 とい う要件の解釈 を通 じて消費財 にかか る消費税 の
仕入税額控 除の制限す る理論を構築 することは困難 ではないか と考 えられる。
(3)消 費財の性質 を利用 した租税 回避 の可能性
次 に、 消費財が仕入税額控 除を通 じて租税 回避 に利用 され る可能性 につ いて検討 したい。
上記 の設例で示 したよ うに、事業者Aが 商品Nを 顧客に販売す る場合 において、交際費の支出が
ない状況で は販売価格(本 体価格)が300の 予定 であったのが、交際費の50(レ ス トランCで の飲
食代 の50)の 支 出が行 われた ことに よ り、販 売価格 が50だ け増加 し、販売価格 が350に なった とす
れ ぼ、Aの 納税額 は30で あ り、 レス トランCも5を 納付 してい ることか ら、全体 としての納税額 は
全体 として35と な る。 ところが、交際費の50の 支 出が あった にもかかわ らず商品Nの 販 売価格 が
300の ままであれ ば、事業者Aの 納税額 は交際費にかかる税 の5だ け減少 して25と な り、全体 とし
ての税額 も30に 減少 する。
もちろん、支出 した費用が売上に直結 したか否か(す なわち、交際費 の支出が実際に効果 をあげ
たか否 か)は 個別 には判断の しょうが ない問題である。ある支 出を行 うこ とが売上増 につなが る と
い う保 障は存在 しない。
しか しなが ら、生産財の購入 と消費財の購入には、大 きな相違点があるこ とも事実であ る。すな
わち、生産財 の購入(例 えば、原材料 の購入や棚卸商 品の仕入)に おいては、一般 にそ こには消費(欲
望の満足)と いったものがない。 ところが、交際費 のような消費財の場合には、そ こに明 らかに消
費行為(例 えば、飲食 といった欲望 の満足)が 存在 している。 その支 出が売上の増加 に寄与 したか
否かが必ず しも明 らかでない ということにつ いては、生産財の場合 と消費財 とで差 異がない とも言
えるが、後者の場合 には、関係者の欲望の満足が存在す る。そ して、そ うした満足 が存在 するにも
かかわ らず、事業者 の納税額(さ らには全体 としての納税額)が 減少す る とい うのは不合理 である
と考 え ることに も一理 あるように思われ る。
39)例 えば、税抜き価格で10万 円の交際費等の支出があったとして、交際費等の損金不算入 は、交際費等を
支 出 した法人に3万 円の負担増 をもた らす(適 用税率を30%と し、地方税等は考慮 しないもの とする。)。
ところが、他方で、上乗せ された消費税5千 円の仕入税額控除は、法人の税負担を軽減す る効果を有する
ことから、全体 としての負担増 は2万5千 円 となる。結果的に54円 だけ効果が減殺される。
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さ らに、こうした不合理 さを意図的に利用す ることで租税 回避が可能 にな ると思われ る。それは、
個人的な消費の法人への付替 えの問題であ る。生産 コス トとしての役割 が全 く期待 できない状況に
おいて、交際費な どの消費財 の購入を行 うことで、消費財 のもた らす満足 を得 なが ら、納税額 を減
少 させ ることが可能 となっている。
以上のよ うに、事業者(特 に、法人)に よる交際費が生産のための コス トであるとして、 すべて
の交際費の支出について仕入税額控 除を認めることは、租税回避 の手段 を提供す ることになる と思
われ る。
(4)現 行法 の解釈 による租税回避防止の限界
次 に、現行法の解釈 によ り、 こうした租税回避 あるいは節税 と思われ る行為 に対 して何 らかの対
応が可能か どうかについて検討 する。
個人の場合 には、家事関連費 として認定することで、 こうした租税回避 に対処す ることが、 ある
程度 は可能で あろ う。問題なのは法人の場合で ある。役員や従業員の消費が法人の仕入税額控除 と
して利用 され、それは法人の支 出である とい うことで、すべて について仕入税額控除が認め られ る
ことにな るか らである。特 に、 同族会社 において典型的にみ られ る、.いわゆ る 「法人成 り」 による
租税回避が行われるのではないか危惧 され るところである。すなわち、 同族会社のオーナーおよび
その関係者 による法人を利用 した消費財の購入が租税回避 の例 として考 え られる。 ところが、消費
税法 には、租税 回避 についての特別 の規定が設 けられていない40)。
それでは、役員や従業員への給与 に該 当す るとして課税 できないで あろ うか。す なわち、給与
の支払いは仕入税額控除が認め られていない。 そこで、交際費の うち、役員や従業員 の消費に関連
が深 い と思 われ るものにつ いて、 これを現物給与 として、その控除を否認す る方法を とることであ
る41)。
ただ し、実務 上の取扱 いでは、従業員等への給付(食 事 の現物支給や商品の値引 き販売な ど)を
目的 として資産 の取得等 を行った としても、それが現物給与 にあたるか否か には関係 な く、事業者
が事業 として仕入れたものであれば、仕入れ税額控除 を認 めてい るよ うである42)。ここで も事業性
がひ とつの壁 となってい る。そ うす ると、 こうした側面か ら租税回避の防止 を図 ることは困難で は
ないか と思 われ る。
前記の とお り、消費税法 には所得税法や法人税法 におけるよ うな同族会社の行為計算否認規定が
設け られていない。 その結果、法人の場合の仕入税額控除につ いて何 らの制約がない状態になって
40)役 員に対するみなし売上や役員に対す る低額譲渡に関する規定があるのみである。
41)水 野忠恒 「諸費税法の若干の考察一所得税法、法人税法 との関連を中心 として」(税 研23号 、1989)14
頁では、次のように述べ られている。
「家族的企業が法人成 りをする利点 は、役員報酬や使用人給与の支払によ り所得分割できる点にあるが、
労務の対価は 「消費税」では仕入の控除ができないのでこの問題は生 じない。 もっとも、従来から法人税
法上認定賞与の問題を生 じてきた、役員か らの資産の高額買入れや役員のための個人的費用の負担等(法
人税法基本通達9-2-10)を 行 う場合には、 それらの取 引は 「消費税」 においても役員賞与 と認定 され
仕入れにかか る税額控除が否認 されなければならない。特に、消費税では役員賞与のみならず、労務の対
価 はすべて控除されないため、資産 の譲 り受 けや役務の提供が使用人給与 と認定されるため仕入れに係る
税額控除 として認められない事案 も生ずるであろう。」
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い る。法人の設立が非常に容易になっている今 日において、法人を利用 した租税 回避 を防止す るた
めの措置を導入す る必要性 は高 まってい ると思われ る。
4.小 括
本章では、事業者 が飲食や贈答 品の授受 といった交際費の支 出(す なわち、消費財 の購入)を
行 うことが、付加価値税 タイ プの税 においていかな る課税上の効果 をもたらすかを検討 した。
上記で述 べた とお り、消費財 の購入 に係 る消費税 には二面性 があ り、税の累積の排 除を必要 とす
る場合(付 加価値 の増大 の可能性があ る場合)と 税 の累積排除を必要 としない場合(付 加価値 の増
大の可能性が ない場合)が あると考 え られ る。消費財 の購入 によって販売価格 の増額 とい う付加価
値が生 まれ る場合(生 産 コス トとして機能 している場合)に は税 の累積の排 除が必要 である。 これ
に対 して、消費財 の購入 によって販売価格 の増額が実現 していない場合 には、税の累積の排除 を行
う必要性 はない と考 え られ る。 これ に仕入税額控除を認めることは、消費財 の購入 が関係者 の欲望
の満足 を伴 うものだけに、不公平感 を生 じさせ るものである。
また、交際費の支出 について、法人の役員や従業員の個人的経費の支出 と認定 して、その部分 に
係 る仕入税額控 除を制限す る方法につ いて検討 した。 しか しなが ら、個 人の場合 と異 な り、法人の
場合 には、仕 入税額控除を否認するこ とは困難であることが判明 した。すなわち、現行の消費税法
の解釈論 による問題解決には限界が あると思われ る。 しか しなが ら、近時において法人設立が容易
になっていることか ら、法人成 りを利用 した租税回避や節税 の行われ る可能性 は増大 している。 し
たがって、何 らかの制度 的な対応が必要 であると思われ る。
こうした方策 について、次章 において検討 したい。
V.交 際費に対す る消費課税のあ り方につ いて
1.現 状 の認 識
前章 までの議論 に基 づいた現状認識 は、次の通 りである。
我が国の消費税法 は、 「事業 として」行 われた仕入れは原則的に課税仕 入れ として仕入税額控除
の対象 とす ることを認 めている。交 際費 についても事業者によ り事業 として支 出され るものであれ
ば、交際費 に係 る消費税 の課税仕入れについて、非課税売上 に対応す る部分を除 き、個人、法人 を
問わず、 すべて について仕入税額控 除が認め られてい る。
交際費 に対す る現行 の消費税 の取扱 いを所得税や法人税 の取扱 い と比較す ると、個人の場合 には
消費税 の取扱 いは所得税の取扱 いに類似 しているが、法人の場合 には消費税 の取扱いは法人税の交
42)消 費税法基本通達11-2一?「 事業者が使用人等に金銭以外の資産 を給付する場合の当該資産の取得が
課税仕入れに該当す るか どうかは、その取得が事業 としての資産の譲受 けであるか どうかを基礎 として判
定す るのであ り、 その給付が使用人等の給与 として所得税の課税の対象 とされるか どうかにかかわ らない
のであるか ら留意する。」
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際費の取扱い(す なわち、原則 として交際費等 を損金不算入 とす る取扱 い)と は大 き く異なるもの
となっている。消費税 におけ る交際費 にかかる仕入税額控除の容認 は、法人税 における交際費等の
抑制措置の効果 を弱めてい る可能性 がある。
諸外国 との比較をする と、欧州各 国では、 ドイツを除き、何 か らの方法で交際費の仕入税額控除
の制限を行 っている。 カナダで は、所得税(法 人税 を含 む)に おける交際費の取扱 いに準 じ、50%
の仕入税額控除 に制 限 している。
交際費の特徴 は、一般に、個人的な消費 としての側面 と生産 コス トとしての側面 の双方を有 して
いることであ り、個々 の支 出について、いずれの性格の ものか、 あるいはいずれの性格が主で ある
かを明確 に特定す ることは困難であ り、 このことが問題 の解釈 を難 しくしている。
2.対 応の必要性
以上のような現状認識を前提 とす ると、現在 の取扱 いを放置す ることには問題が あると思われる。
その理 由は、次の とお りである。
(1)消 費税収の減少
現行法 に基づ く取扱 いは消費税 の税収 の減少をもた らす原 因 となっている。それが どの程度の規
模の金額 となっているかは推測の域 をでないものの、交際費を中心 とした消費財が事業者 によって
購入 し消費 され ることで、消費税 の税収 の喪失 が発生 してい ることは間違いない と思われる。 こう
した消費税 の喪失は、事業者 に対する隠れた補助金 となっているもので ある。 また、法人税 におけ
る交際費等の損金不算入制度の効果 を一定程度減殺す るものである。
(2)消 費者 と事業者 の間の不公平
消費者の消費 と事業者 の消費の間で不公平を もたらしてい る。事業者 は、仕入税額控 除を利用す
るこ とで、結果的に税抜 き価格 で消費財 の消費ないし購入が可能である。例 えば、 レス トランで飲
食 を行 う場合 において、消費者 は税込み価格を負担す るのに対 して、事業者 は実質的 に税抜 き価格
を負担すれぼ足 りることになる。 したがって、消費者 による消費の場合 と事業者 による消費の場合
とで、実質 的に負担額が異なる とい う二重価格 の問題 が発生 する。 これを放置する と、消費者に不
公平感を引き起 こす可能性があ る。 こ うした不公平感 は、今後税率 の引上げが行われた場合 には、
更 に大 き くなるもの と思われ る。
(3)租 税回避 の可能性
個人的な消費支出を事業者の事業 目的の経費 として支出す ることによ り、税負担の軽減が可能 と
なる。特に法人の場合 にはその支 出はすべて事業 目的の支出 と見 なされてい ることか ら、税負担 の
軽減に利用 することは簡単で ある。 さらに、平成18年 の会社法 の制定で、法人の設立が従来 に比べ
容易になっていることか ら、法人成 りの利用が増加 す る可能性が ある。
以上 のことか ら、対応 のために何 らかの措置 の導入が必要 である と思われ る。
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3.対 応 策 につ い て
これ までの検討 を基 に して、何 らかの対応策 を取 るとした場合 のポイ ン トをい くつか挙げてみた
い 。
(1)個 人事業者 と法人 との共通基準の採用
消費税 に交際費課税 を導入 するとした場合の課税方法 として、次の二つの方法が考 えられる。
ひ とつ は、個人事業者 お よび法人 について、消費税 においてもそれ ぞれ所得税法 および法人税法
の取扱 い と同一 の方法を採用す る方法である。 この方法 を取 ると、個人事業者の場合 には、交際費
の仕入税額控除 は原則 として認め られ るが、法人 の場合 には、法人税 における基準 に従 い原則 とし
て仕入税額控除 は認め られないこととなる。
も うひ とつは、所得税や法人税の取扱 い とは別 に、消費税法で独 自の課税措置 を設ける方法で あ
る。すなわち、個人事業者 と法人で共通の仕入税額控除制 限の基準 を設 けるものである。
前者 の場合 には、新 たな基準を設 ける とい う面倒 を回避す ることができる。 しか しなが ら、 この
場合 には、所得税 と法人税 とでは交際費 に対す る取扱 いが大 き く異なってい ることか ら、消費税 と
い う同一 の税のなかで、事業者 とい う同じ納税義務者であ りなが ら、個人 と法人 とで課税範 囲が異
な るとい う好 まし くない状況が生ず るこ とにな る。例 えば、レス トランで顧客 と食事を した として、
法人 の場合 には仕入税額控 除が否認 され、個人事業者の場合 には仕入税額控除が認め られ るとい う
結果 が生 じ、税 の公平負担 の面か ら問題 がある。
消費税の仕入税額控除は、所得税 や法人税の ような必要経費の控 除を行 うものではな く、税 の累
積排 除を目的 としたものであ り、必要経費控 除 と類似 した面 はあるものの、 目的 も仕組 み も大 き く
異 なるものである。 したがって、消費税 の仕入税額控 除の 目的 と仕組みに合致 した、独 自の措置 を
導入す るこ とが望 ま しい。 また、個 人事業者 と法人はいずれも事業者 として消費者 に税 を転嫁す る
とい う立場 は同一であ り、 こうした面 か らも、消費税で独 自の基準 を設 ける方法が望 ましい と思わ
れ る。
(2)具 体的で明確 な基準
消費税 に独 自の措置 を導入す る場合 には、 さ らに次の二つ方式が考 え られ るげ
ひ とつは、消費税独 自の交際費あるいは消費財の概念 を設定 し、その概念 に合致するものについ
て仕 入税額控除 を否認す る方式である。なお、 この場合 には、交際費(あ るいは消費財)の 全額 に
ついて完全 に否認 す るか またはその一定割合 について仕入控 除を否認す る方法が考 え られ る。
もうひ とつは、新 たな概念 を導入せず仕入税額控除の否認対象 となる取 引や行為 を具体 的に列挙
す る方式で ある。
前者 の場合 には、消費税 として独 自の交際費の概 念(ま たは、消費財の概念)を 創 りだす必要 が
出て くるが、 これは極 めて困難な作業 となろう。 さ らに、消費税の交際費概念 と法人税 の交際費等





い ものに限定すべ きであろ う。す なわち、交際費の支 出(消 費財の購入)に おいては、個人的消費
と生産 コス トの両面があるのが一般 的であ り、 その明確 な線 引きは困難であ る。 したがって、可能
な限 り一般消費者 と事業者 の間での公平負担の面 か ら納得の い くものが選 択 され るべ きであろ う。
た とえば、贅沢 なもの、娯楽性の高 い ものが考 え られ る。
なお、同族会社の場合には、法人 が租税 回避 に利用 され る可能性 が高い ことか ら、一般 の法人 と
は区別 して特 に厳 しい基 準を適用するべ きであろ う。
今後 の消費税率の引上げを視野に入れた場合 において も、 こうした措置 の導入が必要 であると思
われ る。
VI.お わ り に
本稿 では、飲食や贈答品の購入(こ れ らは、一般 に交際費の支出 とされ る。)に 代表 され る消費
財の仕入を取 り上 げ、消費税の面か ら どのよ うに考 えるべきかにつ いて検討 を行 ってきた。
所得税 では、家事費や家事関連費 については必要経費性が制限 され るとともに、飲食や贈答品な
どの交際費 については必要経費 として、所得 計算上控除が認め られている。法人税で は、交際費等
の損金不算入の制度が設 け られ、飲食 や贈答品の うち交際費等 とされる支出の範 囲を限定す る とと
もに、その損金算入の制限 を行 ってい る。
これに対 して消費税 については、事業 としての仕入 について仕入税額控 除が認 め られてお り、 そ
の結果、法人の場合には、その支出の内容の如何 にかかわ らず、非課税売上 に対応す るものである
場合を除き、そのすべてについて仕入税額控 除が認め られている。
こうした消費税の取扱 いにつ いては、 それが 「事業のための仕入れ」であれば、税 の重複排 除 と
い う消費税 の仕組みか らして当然の ことと考 え られて きたのではないか と思 われる。
しか しなが ら、飲食や贈答品の場合 において仕 入税額控 除を認 める と、結果的に、 こうした飲食
や贈答品 についての消費税 の負担が消失す るとい う問題 が発生する。視点 をかえる と、事業者への
補助金 になっているので はないか との疑問が ある。他 方で、仕入税額控除 を認めない と、消費税の
累積 がおきるのではないか、消費税の重複課税排除の論理 に反す るので はないか との懸念が生ず る。
本稿では、 こ うした問題点 を中心 として、若干 の論 点整理を試みた もので ある。
そ こでの結論 は、交際費 としての飲食 や贈答品の授 受は、消費税の観点か らす ると、典型的 な消
費財 の消費に該当 し、個人的な消費 としての面 と生産 におけるコス トとしての面の二つを有す ると
い うことであった。 この二つの面は分離 し難 いものであ る。そ して、現行法は、課税仕入れ の定義
における 「事業 として」の解釈 によ り広 く仕入れ税額控除 を認 めているが、 この ことは、生産 コス
トとしての面のみを考慮 し、消費財の消費 とい う面を無視す る結果 を招 いていると思われる。
こうした取扱いは、事業者 に とっては税 負担の軽減 と事務の簡素化 になるが、他方、税収の喪失(事
業者への補助金 となっている。)、消費者 と事業者 との間の不公平、租税回避(同 族会社 を利用 した
消費 の付替 えな ど)を 引き起 こしてい る可能性が ある。
したがって、何 らかの対応 が必要である。特 に、会社の設立が容易 になっていることか ら、同族
会社 を利用 した租税回避 に注 目してい く必要がある。 さ らに、将来的 に税率 の引上げ等 を想定 した
場合 には、一層 の配慮 が必要 となるもの と思われ る。 そこで、第5章 において、 いかなる対応策が
妥 当であるかにつ いて若干の検討 を試 みた ものである。
一29一 交際費に対する消費税の課税 について
なお、本稿 では、交際費の支出について、仕 入の面、すなわち仕 入税額控除の面 に着 目し、 この
面 か らの視点に絞 って検討 したもので ある。交際費の ような支 出については、 そこに課税対象 とさ
れ るべ き無償取 引があ るとして、 「みな し売上」の範 囲を拡大 して課税 す るとい う方法 もあるもの
と思 われる。 この場合 には、消費税 におけ る無償取 引の全体 を視野に入れて検討を行 ってい く必要
があ ると思われ るが、今後 の課題 としたい。
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